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おわりに （以上本号）
三 第三者の訪問権
第三者の訪問権が判例上に登場するのは，管見の限り，20世紀に入ってか
らである。ここで検討対象となる「第三者」とは，姦生子・乱倫子の親（特
に姦生子の親），兄弟姉妹，再構成家族の解消後の継親やおじ・おばや代父
（parrain）・代母（marraine)??などの「育ての親（parents nourricier）」，完
全養子縁組の場合の実方，血縁のない社会学的祖父母??などである。また近年
では，子が単純養子縁組をし，かつ，親権を委譲した親に「第三者」として
の訪問権を認めた裁判例??がある。
とりわけ，1970年法による訪問権の立法化前は，次に検討するように，血
縁の有無に関係なく子の事実上または法律上の監護をした「育ての親」と，
親子関係の立証が禁じられていた姦生子の親の訪問権が問題となることが多
かった??。
１ ?育ての親」の訪問権
?育ての親」としての第三者には，再構成家族の解消後の継親，おじ・おば
などの傍系血族や代父母などで子の養育まで行った者が含まれる。次にみる
ディジョン控訴院1933年１月17日判決では，「育ての親」として子の事実上の
監護を行った第三者の訪問権が問題となった。この判決を始めとして「育て
の親」に関する判例が形成されていく。まず，子の血族でない「育ての親」
の訪問権に関する裁判例を以下に検討する。
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⑴ 子の血族でない「育ての親」
ディジョン控訴院第１法廷1933年１月17日判決??（Joest対 Ryon夫妻）
〔事実の概要〕
子（Arlette-gilberte）の両親は双方に未婚であったため，子は単純自然子
として出生した。子の監護は母により行われており，母の知人である夫妻
（Ryon）が，子の出生以来，それを手伝ってきた。父（Joest）が子を認知
し，子との関わりを持つようになるのは，子の出生から５年後であった。そ
の後，母の死亡の際に，父は，父権に付随する義務の履行の意思を示し，夫
妻に対し子の引渡しを要求した。夫妻がこれを拒んだため，父が子の引渡し
を求めて急速審理を申し立てた。ディジョン民事裁判所は，1932年６月11日
の裁判長命令により緊急性がないとして急速審理を却下したため，父に子は
引き渡されなかった。これに対して，父は，緊急性が存在するため，あるい
は，民事訴訟法806条に規定されるように子に関する諸証書が直接に執行名義
になるため急速審理を行うことができるとして，子の引渡しを求めて控訴す
る。他方，夫妻は，子の父による養育費の支払いを主張して子の引渡しを拒
否し，さらに，父の認知自体の真正さに異議を唱える。
〔判旨〕（命令取消し）
ディジョン控訴院は，次のように判断した。「自然父子関係の認知に関する
公署証書」，「認知証書」，「出生証書」は，いずれも子の引渡しの執行名義と
みなされない。執行名義は，「問題が生じた場合に，急速審理を経て執行が保
証された名義」でなくてはならならず，執行が行われる者に対して対抗しう
るものでなくてはならない。父が有すると主張する地位ならびに権利を明確
にする一方的な書面に関しては，法律は一定の法的な効果を与えるものの，
このような執行名義性についてはこの限りでない。したがって，本件におい
ては，急速審理裁判官は，緊急性という理由によってのみ管轄権を有するこ
とができる。緊急性に関していえば，父権の保持者は，自らに課される絶対
的義務と負担の対価として，父権に付随するあらゆる権利，とりわけ子の物
質的および精神的安全を見守り，必要な指導とともに必要なあらゆる種類の
世話を子に与えるところの監護権を行使できることは疑いない。したがって
父は，急速審理により，直ちに子の引渡しを受けてしかるべきである。子を
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預かる第三者は，前払いも主張しうる養育費（frais d’entretien）が自己に支
払われるべきことを主張しても，子の引渡しを拒否することはできない。な
ぜなら，こうした主張は，いかにしても認めることのできない一種の留置権
を求めるものにほかならないからである。したがって，子の健康状態が，移
動が危険なほど重篤である場合など，必要的あるいは例外的事情においての
み，父の絶対的権利を妨げることができる。また，夫妻は，父の請求を逃れ
るため，父による子の認知の真正さに疑いを持っていることを暗に示してい
るが，認知証書に対する申立て，および，同証書を否定するためのいかなる
理由も明らかにしていない。本法廷に提出された情報により，こうした主張
は少なくとも現時点では，明らかに真摯さを欠くものである。父が子に関わ
りを持ち，そして認知を行うまで５年間を経ていることは遺憾であるとして
も，そのこと自体は，子が母を失った際に父が表明している義務の履行の意
思を妨げるものではない。また，父は，法廷において，夫妻は子との間にい
かなる法的な血族関係を有するものではないが，それでも子からの愛情を期
待し，および，子の誕生以来，子に与えてきた世話に対する子からの感謝の
念を期待する権利を夫妻が有することは認めており，こうした関係を全て断
絶することは苛酷であるため，これを維持することで，子の感情をこれから
も保持する用意があるとする。父は，夫妻に対し訪問権（droit de visite）を
拒否する意図はなく，これに関しては，夫妻が，協議により，また，法律に
則り自由に決定することができる旨を明らかにしている。さらに，父は，子
の学業の諸休暇の全期間において夫妻がその自宅で子を預かること，および，
夫妻が希望するだけ父の自宅で子と面会することに同意している。これらの
申し出は，父の請求のうちの，とりわけ荷酷な部分を和らげることになるだ
ろう。以上のような理由から，控訴の対象である裁判長命令を取消しとした
うえで，急速審理を行うことが妥当であるとし，新しい決定により，夫妻に
対し父に子を引き渡すことを命ずるとともに，本判決から１ヶ月のうちに引
き渡しを実施しない場合には，夫妻はあらゆる法的手続によりそれを強制さ
れるものとする」。
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アミアン控訴院第１法廷1953年７月７日判決??（Ｄ夫妻対Da R夫妻）
〔事実の概要〕
子（Viviannne）は，アルベールの病院にて，1943年７月８日に単純自然子
として出生した。子の出生から１ヶ月後，子の母（Colette B）は，アルベー
ルの工場の女工である知人に子を預けた。その後，知人は，その両親（Ｄ夫
妻）に子を委ねた。それ以来，子は，この家庭において娘同様に育てられて
いた。子の母は，自らが勤務していた工場が空爆に遭った際，他の従業員同
様に，セーヌ・エ・オワーズ県のアルジャントゥイユに疎開すべく，1944年
にアルベールを離れる。これ以来，子の母はアルジャントゥイユに住み，こ
の地にて1950年１月21日に子の父（Joseph Da R）と婚姻する。婚姻以前か
ら，母は，父に対し子の認知を求めていたため，こうした経緯から子は準正
されることとなる。子の両親（Da R夫妻）は，1952年の初めに，子を監護す
る夫妻に対し子の引取りの意向を表明する。夫妻が正式に子の引渡しを拒否
したため，子の両親は，子の引渡しに関する司法機関の介入を得ることを目
的として，1952年10月９日にペロンヌの大審裁判所検事正に対し書簡を宛て
ている。続く10月11日に，夫妻が，審理の開始請求を行った。その際，夫妻
は，子の監護を保持する理由として，1916年８月５日法律により補足された
1889年７月24日法律20条３項を援用する。原審のペロンヌ民事裁判所は，1952
年11月27日の判決により，夫妻の同請求を棄却した。これに対して，夫妻は，
原審判決の取消しを求めて控訴する。そして，自らの請求を正当化するため，
10年来，子の養育（entretien）および育成（e?ducation）を行ってきたが，こ
の間，母は子に対し特段の愛着も示してこなかったのであり，母は，いかな
る意味でも子の養育に参加しておらず，子に対し無関心であったと主張する。
〔判旨〕（控訴棄却）
アミアン控訴院は，次のように判断した。まず，本件について，「いずれ劣
らず尊重に価する，純粋に道徳上かつ愛情上の利益を巡る苦しい争い」であ
るとした。そのうえで，「いかなる点においても，夫妻に対して，自身の子と
区別せず，委ねられた幼い子を育てた無私の献身に関しては敬意を表するほ
かないであろう。子に対する同夫妻の愛情は全くもって正当なものであるが，
他方，子に対する両親の愛情も，これまでの経緯および少なくとも初期の母
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の子への義務の不履行にも拘わらず，同様に正当なものである。最大の関心
事であるべき子の利益に関しては，紛争の解決のため提案された選択肢のい
ずれによっても，子の利益が侵害されるとは思われず，夫妻ならびに子の両
親についての情報，とりわけ子に与えうる物質上および精神上の生活条件に
ついては双方ともに申し分ない。こうした状況のもとでの紛争の解決として
は，各個人の利益を無視することなく，とりわけ家族の社会的利益（inte?re?t
 
social de la famille）への配慮に導かれた準則を見失わないことが大切であ
る。父権の属性の一つである監護権は，父母に属し婚姻中は父により行使さ
れる。こうした父権を，あるいは単にその属性の一つ，とりわけ監護権を裁
判所の決定により父母から取り上げることができるが，それは，法律により
制限的に定められるべきいくつかの理由の一つによって行われるものである。
本件においては，父権は，未成年子の嫡出の両親に属しており，両親には何
ら失権の理由がない。他方，夫妻は，子の誕生以来，母により委ねられた子
の監護を行っていたため，1889年７月24日の法律20条３項により監護を保持
する権利を有すると?えていた??。しかし，同規定が適用されるためには，子
の利益のほかに，両親が子に対し完全かつ長期的に無関心でなくてはならな
い。証拠資料からは，母はたとえ娘の養育に対して十分に貢献しなかったと
しても，娘に対して完全に無関心であったとはいえず，母は夫妻と友好的で
さえある関係を常に維持しており，また，夫妻は母に手紙を送っている。そ
して，母はアルベールの夫妻の自宅において娘と何度も面会しており，娘を
アルジャントゥイユの自宅に受け入れさえしている。母は，子の父との婚姻
の条件として，準正を目的とした子の認知を求めているが，こうした行為は，
母が娘に対して注ぐ愛情の証である。それ以降，父自身も娘に対して継続的
な関心を示している。以上のような事情に鑑みると，本法廷の決定は，必然
的に夫妻の正当な感情を酷く傷つけるのではないかと思われるので，夫妻の
ための訪問権を設けることにより夫妻の感情を十分に斟酌する必要がある。
実際に，法律は，1889年７月24日法律20条により，子と子を受け入れた者と
の間に，法的な関係に準じた関係（lien quasi le?gal）を認めているように思
われる。こうした関係により，子を受け入れた者に対して，引き続き監護を
行うことを法的に認めうるのであれば，ましてや訪問権を認めることは可能
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である。そもそも子の両親は，夫妻の訪問権を認めることの正当性を理解し
ている。なぜなら，両親は，夫妻に対し訪問権を与える代わりに子の引渡し
に反対しない旨の書面による確認を求めているからである。当事者同士が，
各々の都合に合うよう訪問権の態様に関して合意に至ることが望ましく，そ
うした合意に至らない場合は管轄の裁判所に審理を付託するものとする。以
上の理由により，夫妻の控訴申立てについて，根拠を欠くものとして棄却し，
原審判決を支持する。また，夫妻に対して訪問権が与えられることにつき，
子の両親の，異議を唱えない旨の申し出を確認する」。
パリ控訴院第14急速審理法廷1959年３月５日判決??（Ｘ対Ｘ夫人）
〔事実の概要〕
子（Miche?le，９歳）は，出生直後から孤児院において育てられていたが，
1950年12月に夫妻に委ねられた。子は生後10ヶ月であったため，夫妻の実の
娘のように扱われた。その後，1954年１月29日に，同夫妻の夫（Ｘ）が妻（Ｘ
夫人）の同意を伴って単独で子と養子縁組をした。妻には最初の婚姻からの
嫡出の息子が１人いるため，妻は，この子との養子縁組はできなかったが，
夫妻の子として子の世話をしていた。夫妻には，1958年９月から，妻の請求
により別居訴訟が，夫の請求により離婚訴訟が係属している。そして，1958
年10月17日に，セーヌ裁判所において，妻が子に関する訪問権を請求して急
速審理が行われた。セーヌ裁判長は，妻に，毎月第一木曜日と第三日曜日の
15時から19時までの間，夫の立会いまたは夫が指名した者の立会いのもと，
夫が選択した場所において，子を訪問する権利を認めた。これに対して，夫
は，父権者としての権限を侵害するとして，この一時的な訪問権の廃止を求
めて控訴を申し立てた。その際に，夫は，妻と娘の間にはいかなる法的な関
係も存在せず唯一の父権者である夫が，養子である娘が面会すべき者につい
て判断を下す権限を有すると主張する。そして，夫は，離婚を得ることが確
実であり，もはや妻とは?えられない者と娘との関係を断ち切ることを希望
すると述べた。他方，妻は，訪問権の拡張，とりわけ屈辱的になりうる第三
者の立会いを課されないよう求めて控訴を申し立てる。
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〔判旨〕（夫の控訴棄却）
パリ控訴院は，まず二つの申立てを密接な関係にあるとして併合して審理
を行うものとし，次のように判断した。「妻は，養子縁組に同意を与えた時
に，養親は夫のみであり，子に対して，いかなる法的な義務も負わないこと
を理解していたにも拘わらず，暗に，そして寛大に女児にとっての育ての母
として振る舞うことを受け入れていた。結果として，妻がこの役割をよく果
たしていたことが，いくつかの証拠により立証される。夫は，使用人だけで
なく妻自身の世話に子を委ねつつ，夫自身は，この幼い子について，忙しい
仕事の合間にできる方法においてのみ世話をしていた。……８年間に及ぶ家
族生活から，未成年子と妻の間には愛情関係（liens d’affection）が結ばれて
おり，未成年子は妻を「お母さん」と呼んでいた。夫は，我々が至高とみな
す子の利益に配慮することなく，自身もその存在を認める関係を断ち切ろう
としている。養子縁組行為により夫に付与された父権は，女児の利益のみの
ために夫により行使される。子は未だあらゆる女性的愛情の表明を必要とす
る年令であるため，子からそれを奪うことは，子の利益に反する。また，子
の幼少時代から妻が実の母に代わり，これを代理してきたことに対して，子
が示すべき感謝を表すことを父が妨げ，そのうえ両者の愛情関係をいきなり
断ち切ることは，子の将来にとって好ましくない結果をもたらす危険性があ
り，父にはそのようにする十分な理由がない。最後に，妻により請求される
一時的な訪問権は，未成年子が夫妻のところに来て以来，父の合意を伴い作
出されていった事実の状況からの避けられない結果である。……以上の理由
から，妻の控訴につき，これを受理するともに，十分に理由があるものとす
る。1958年10月17日の急速審理での命令を部分的に取り消したうえで，妻に，
毎月の第一と第三木曜日の11時から19時までの間，幼い子をその住所まで迎
えに行き，送り届けるという責任のもと，預かることを許可する。他の方法
が命じられるまでは，妻はこの訪問権（droit de visite）を行使する」。
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パリ控訴院第１予備法廷1959年４月30日判決??
（Legras夫妻対Van Leckwyck夫妻）
〔事実の概要〕
子（Françoise）は，1946年に婚姻外の関係において懐胎された。子の懐胎
当時，母（Jeannine）は僅か18歳であったうえ，子の父は母を捨てて去った
ため，母は自己を当時家政婦として雇っていた夫妻（Van Leckwyck）を頼
る。夫妻は，子の母の状況に同情して十分な励ましと援助を与えた。そして，
状況に応じてあらゆる便宜を図り，生まれてくる子の養育をできる限り支援
する約束をした。1947年６月11日に子が誕生し，その際に，夫妻は，子の代
父母になることを受け入れている。それ以降，自らが行うべき義務を十分に
理解していた代父母夫妻は，常に子の世話をし，子の養育を完全な方法で保
証するとともに，母に対しては，養育に固有のあらゆる物質上の問題を解決
している。そのうえ，代母は，子の母との十分な合意のもと，子の教育を行っ
ており，学校の教師と個人的に連絡を取り合っている。1954年１月，子の母
は，当時知り会った男性（Guy Legras）と同棲を始めると，仕事を辞めて子
を連れて行く決心をするが，引き続き子と面会したいという代父母の希望を
認めている。その後３年間は，代父母は，子と定期的に面会し，その家庭に
子を受け入れ（recevoir），さらに学校の休暇中は子を預かることができた。
子の母は，これに対し全く反対することはなかった。しかし，1957年６月，
母は，突如，明白な理由も示さないまま，代父母に対し将来に渡り子と面会
することを一切禁じた。そこで代父母は，訴えを提起し，マント民事裁判所
1958年２月27日判決は，代父母の訴えを部分的に認め，代父母に子への訪問
権を付与する一方で，宿泊権（droit d’he?bergement）の付与は不相当とし
た。これに対して，子の母は，父権の保持者は第三者と子との関係を最終的
に決定することができ，実際に代父母と子の関係は自らが子に行おうとして
いる教育にとって有害であるとして控訴する。そして，代父母は，滞在も含
む訪問権の拡張を求めて付帯控訴する。なお，控訴係属中の1958年６月16日
に，子の母とその同棲中の男性は婚姻した（Legras夫妻）。子は婚姻以前に男
性により認知??されていたため，この婚姻により嫡出転化され，男性はこうし
た事情から訴訟参加することとなる。
フランス法における判例上の「訪問権」の生成過程（三)
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〔判旨〕（控訴棄却）
パリ控訴院は，次のように判断した。「1947年から1954年にかけて，代父母
は，精神的および物質的に子が必要とするあらゆるものを与えていた。こう
した状況により，非常に強力かつ堅固な愛情の相互的な感情（sentiments
 
re?ciproques d’une tre?s vive et durable affection）が，代父母と子の間に生
まれていたはずである。一方，子の母は，代父母が子の生活を最良の条件に
おいて保証しようとすることに対して，常に最大限の感謝の念を抱いてい
た」。そのうえで，「第一に，法律上，未成年子の身上ならびに財産に関して
認められる権利の総体が両親に対して与えられるのは，その両親の個人的利
益ではなく，子の利益においてであり，その権利の実行にとって必要な限度
においてである。このことは伝統的に認められている。父権の制限は，保護
権限であるとする父権の根拠と，このような定義の中に存している。ゆえに，
第三者と子との関係を決定する権利は，道徳的，知的あるいは身体的な健康
に有害でありうる全てのことから子を免れさせるという至上の義務の表現に
ほかならない。しかしながら，この権利は，親権（autorite?parentale）尊重
の名のもとに，両親に，あるいは子との関係を維持する権利を正当に主張す
る者に課されている他の性質の義務―等しく至上の義務―を無視して，害意
または復讐の意図で，さらには専らに個人的な便宜を動機として行使される
口実となりうるのである。とりわけ血族関係が含む家族の紐帯および緊密な
関係を維持する相互的義務（devoir re?ciproque）は重要であるため，特別な
状況がない限り，父もしくは母が，それを妨げることを認め得ないことは疑
いない。嫡出，自然を問わず法的な血族関係は，親権に服する未成年子に関
して，子の利益がそれを求め，父権の通常にして正当な行為がそれを禁じな
い限度において，この子に面会する権利（訪問権，droit de visite），あるい
は，子を受け入れる権利（宿泊権，droit d’he?bergement）を与えるものであ
ることは，広く認められている。宗教上（spirituelle）の血族関係ついても，
本質的には事情は異なるものではない。こうした関係が―これに関して当事
者は正確な概念を必ずしも有しているわけではないが―，代父母と代子の間
には存在しており，法律に対立することなく，古くから絶え間なく普遍的に
継続する慣習において認められている。本件においては，当時，唯一の父権
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保持者であった母の証言によれば，当事者は，自発的かつ形式的に，そして
公式的に，このような慣習に従っていた。また，こうした関係は，精神面あ
るいは物質面において，実定法のいかなる制裁にも服さないとしても，良心
に基づく不可欠な義務として遵守されるべきである」。そして，「第二に，起
源の異なった複数の義務および対立する複数の権利が，実行され，紛争を引
き起こす場合において，事件の状況の複雑さから硬直的な規制の枠組みを用
いることが回避され，辛うじて?えうる明確な法律上の規定すら欠く時には，
事実審裁判官が次の役割を負う。すなわち，その事件特有の状況―時，場所，
子の年令，慣習，社会環境，多少なりとも緊密な血族関係―を?慮して裁定
を行う。裁判官は，そのような裁定の中で主たる地位を占めるべき子の優先
的な利益に何よりも導かれつつ，親権からの権限（pre?rogatives）とこれと対
立する血族の諸権利を一緒にして調整する。本件において，子の母とその夫
は，子とその代父母を結びつけてきた12年来の愛情関係（liens d’affection）
の断絶を説明するため，子に関して突然に生じた重大な不和を挙げているが，
こうした主張には，いかなる正当な根拠も見出せない。また，子の母とその
夫は，幼い子の物質上の利益は，設備の面でも世話の面でも不足はなく，い
かなる意味においても代父母の介入を必要とするものではないと主張する。
さらに，生活は質素で教育は低くてしかるべき『労働者の娘』であるこの子
が，代父母のもとで，不都合な習慣をつけ，満足することを欠き，後になっ
て『わがまま』になるという危険性さえあると主張している。また，子の母
と夫は，代母は病的に神経質であり，極めて軽薄な精神の持主であるが，こ
の代母が子に対し常軌を逸し，不安を与えるほどの執着を示しており，この
ような代母の影響は精神面において子にとって有害であると主張している。
しかし，これらの主張および懸念はいかなる意味でも根拠のあるものとはい
えない。批判されている『甘やかし』（衣服，贈り物，外出，観劇，映画鑑
賞，休暇）が，通常の代母と代子の関係が許可する慣習に背くものであるこ
とは証明されていない。さらに，代母は，その代父母夫妻の他の子にも寛容
な態度を取っているほどで，細やかな心遣いをしている。そのこと自体重要
なこととは思えないが，たとえ代母が，批判される通り，美的観点からする
とその価値が疑わしい女性のスターの写真を子に送ることで，子の映画への
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嗜好を満足させることができると?えていたとしても，この時に代母が，自
らに課されていた法的な配慮（observations le?gitimes）に思いを巡らせてい
ないとは思われず，いずれにしても，代母に対する非常に重大な非難を汲み
取ることができるとは思われない。また，代母が子に注ぐ大きな愛情ならび
に子の代母に対する愛情は，悪意をもって主張されているように，病的に過
度なものとも思われない。このような愛情は，子に対して向けられる以前に
は，苦境にあった母に対して示された自発的な寛容な精神の表れと対をなす
ものである。そして，最後に，常軌を逸した，あるいは両親の?え方に反す
る願望を子の内に生じさせ，助長させるどころか，代父母は，宗教上の方針
に関してであれ，職業選択に関してであれ，両親が選んだ道に沿おうと努め
ている。実際に，両親は子を商業に関係する仕事に就けたいとしているが，
子は学業に天分を有しているように思われるため―これは子にとっての最初
の教師である代母の功によるものである―，しかるべき時期が来た時には，
社会に一定の地位を築くうえで子に必要に応じた援助を与える旨の代父母の
希望は，親権に反する耐え難い干渉とはみなし得ない。また，代父は，社会
に数多くの有用な関係を有する実業家である。結局のところ，現在，厳しく
批判されている代父母の行為は，それまでは，しかるべき感謝を繰り返し受
けていたものであり，懸念が生じたとすれば，それは子の母の生活にその夫
が介入してからのことに過ぎない。こうした状況下では，子の母とその夫は，
重大な事由なしに，親権の狭義にして濫用的な概念のもとで，代父母が得た
権利，すなわち原審裁判官によって正当にも代父母に認められた訪問権，お
よび，子の母自身が先に与えた宿泊権（droit d’he?bergement）に反して，代
父母によるこれらの権利の行使を妨げることは正当化できないと思われる。
結局のところ，とりわけ，よく理解されるところの子の利益が，これらの権
利の維持あるいは付与を求めており，代父母がその行使を許される範囲内に
おいては，両親の意向に反して代父母が子に対し過度な影響力を有する恐れ
はない―そもそも代父母は，そのような影響力をかつて一度も行使したこと
はない―。実際に，愛情面においては，非常に深い，共有された愛情関係を
不当に断ち切ることで微妙な年齢に達した子に生じるであろう衝撃を回避す
ること，物質面においては，現時点では必要性を感じないとしても，こうし
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た断絶が定着すれば，将来的に，その欠如が子に不利益をもたらしうる以上，
こうした援助を子から奪わないことが適切である。そして，精神面において
は，子を養育したことに対する感謝の義務を果たし，子の最大限の利益のた
めに，希有で崇高な感情の中で子を養育していくことが相当であろう。以上
の理由から，……宿泊権以外に関しては，原審判決を支持する。宿泊権に関
しては一部変更し，代父母は，学校の休暇期間中の子の母と夫が選んだ１ヶ
月間，子を預かる権利を有するものとし，また，代父母には，子をその親の
自宅で引き取り，同所に送り届けることを義務付けるものとする」。
以上のように，子と血族関係にない「育ての親」の訪問権については，裁
判所は実際に子を監護したという事実から生じる事情を?慮する。すなわち，
1933年のディジョン控訴院判決は，「育ての親」に対する子からの「愛情」と
「感謝」の表明と「育ての親」と子との関係の維持のために，滞在を含む訪問
権を「育ての親」に認める。1953年のアミアン控訴院判決は，「育ての親」
に，1889年７月24日法律20条は，例外的とはいえ法的な関係に準じる関係を
子との間に認め，子の監護を行うことさえ認めるのであるから，ましてや訪
問権は認められるとした。1959年３月５日のパリ控訴院判決は，「育ての親」
である継母と子との間に「愛情関係」が存在することを認めたうえで，子は
女性的愛情を必要とする幼年であること，さらに子は継母に対して「感謝」
を示すべきであることから，このような関係を断絶することは，子の利益に
反するとして，継母に訪問権を認めた。1959年４月30日のパリ控訴院判決は，
「育ての親」である代父母と子との間に宗教上の「血族関係」を認め，ここか
ら法的な血族関係と同様に家族の紐帯および緊密な関係を維持する相互的義
務が尊重されるべきこと，さらに，代父母と子との間には非常に強固な「愛
情関係」が存在することを指摘したうえで，子の利益の観点から，愛情面お
よび物質面において，こうした関係を断絶しないことが適切であり，精神面
においては，代父母に対し子は「感謝」を示す義務があるとして，代父母に
滞在を含む訪問権を認めた。
これらの判決のように，裁判所は，子を監護した事実から生じる「愛情関
係」の存在を重視し，子の利益の観点から，こうした関係を維持するために
フランス法における判例上の「訪問権」の生成過程（三)
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訪問権を認める。とりわけ，代父母の場合には，宗教上の「血族関係」を法
的な血族関係と同様に扱い，これを訪問権の承認の根拠とする。さらに，子
から「育ての親」に対して「愛情」や「感謝」の情を示すことを訪問権の承
認の理由に加える。法的根拠としては，1953年のアミアン控訴院判決が，例
外的に子の監護を第三者に委ねることを定める1889年７月24日法律20条を訪
問権の正当化の根拠とする。なお，1959年４月30日のパリ控訴院判決では，
12年に渡って「育ての親」としての役割を果たしてきた代父母には，１ヶ月
もの滞在を含む訪問権が認められている。
それでは，次に，子の血族である「育ての親」の訪問権に関する裁判例を
検討する。
⑵ 子の血族である「育ての親」
セーヌ民事裁判所1946年12月14日判決??（Ｄ対Ｐ婦人）
子（Marcelle）は父（Ｄ）に遺棄され，母に養育されていた。その後，母
が死亡したため，母の姉妹である，おば（Ｐ婦人）により子は養育されるこ
ととなった。それから６年後，父は何の予告もなしに子を学校の出口で連れ
去り，おばと子との関係を一切遮断した。そこで，おばは，父を相手方に訪
問権および養育費の求償のために訴えを提起した。
〔判旨〕（請求認容）
セーヌ民事裁判所は，次のように判断した。「父は，その娘に対して単独で
父権を行使しているとしても，正当な事由なしには，おばが，その姪との間
に血族関係に伴う緊密な関係を維持することを妨げる権限はないといえるで
あろう。また，父は，６年以上に渡って，あたかも自身の子であるかのよう
に子を受け入れたおばに対する子の尊敬の義務に対しても妨げる権限はない
といえるであろう。したがって，民法典374条にも拘わらず，子をおばのもと
で定期的に滞在させる理由がある。本件では，両当事者の住所の遠隔性のゆ
えに，この権利の行使にとって最適の方法がこれだからである。これが，父
権に伴う諸権限を制限し，また保護することでもある」。以上から，おばに対
して，毎年２週間，子を滞在させること，および養育費の求償を認める。
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セーヌ民事裁判所第６法廷1957年１月17日判決??
（Jean-Marie Puyo夫妻対Andre?Puyo夫妻）
〔事実の概要〕
子（Jean-Pierre Philippe）は，単純自然子として1946年１月６日にパリで
出生し，両親不詳の子として届出がなされた。子は，出生直後から５年近く，
その自然の両親により，第三者の監護に委ねられていたが，その後，自然の
父（Andre?Puyo）により父の兄弟（Jean-Marie Puyo）とその妻（Marthe
 
Mayeras）に委ねられた。子のおじ・おばである同夫妻には，1951年６月27
日にボルドー民事裁判所評議部が，1889年７月24日法律20条の適用により子
に関する父権および父権に付随するあらゆる権利が帰属する旨の決定を下し
た。その後，1952年11月17日に，おじ・おばの求めで自然の父は子を認知す
る。さらに，その３年後の1955年７月５日に，自然の母（Genevie?ve Souques）
により子は認知され，それに続く1955年７月21日の両親の婚姻により子は準
正された。その際，子の両親とおじ・おばとの間で，子の返還に関する話し
合いが行われ，1955年９月15日に，両親へ子は引き渡された。それに先立ち，
子に関する事柄について，1955年９月９日，10日に，元公証人の立会いのも
と，ランドのサン・モーリスにて，当事者による合意書（Protocole）の調印
が行われている。合意書では，まず両当事者が同合意書を忠実に遵守する旨
の保証が述べられている。合意書の内容は，おじ・おばに子の監護の義務を
全体として完全に解くこと，そのうえで，おじ・おばと子との間の「愛情的
関係（liens affectifs）」を維持し，子の両親はこれに反することを決して行わ
ないとすることである。そして，こうした関係の維持のために，子の両親は，
子が望むだけ，おじ・おばと手紙を交わす，あらゆる自由を子に与え，クリ
スマスおよび復活祭の休暇の全期間，夏期休暇の２ヶ月間は，子の監護をお
じ・おばに委ねることを約束するとした。さらに，子の監護が委ねられる間
は，おじ・おばが子の掛かり付けの医師が指定する温泉地または保養地へ子
と同行することが約束された。なお，子の両親が外国に居を定める場合でも
子の監護が委ねられる期間は変わらないものとする。ほかに，子の両親は，
おじ・おばが子に教えた道徳上ならびに宗教上の感情において子を養育する
こと，また，子の両親が死亡した場合には，おじ・おばに子が委ねられるこ
フランス法における判例上の「訪問権」の生成過程（三)
― ―63
とが約束された。こうした合意書にも拘わらず，1956年の復活祭の休暇中の
訪問権に関して問題が生じたために，おじ・おばが急速審理を申し立てた。
1956年４月10日に，セーヌ民事裁判所長は，急速審理の命令により，パリ在
住の子の両親に対して，復活祭の休暇中の一定期間，父権の尊重を条件とし
て，おじ・おばの自宅に子が滞在することを認める旨の約束を法的に確認し，
同時に，おじ・おばのボルドーの住所での４月３日から８日の子の滞在を許
可するとともに，おじ・おばに対しては，子の両親との問題に関して子には
何も語らず，子に対する両親の役割を取り上げる意図はない旨の約束を法的
に確認した。おじ・おばは，その後の問題を未然に防ぐために，仮執行の措
置として，「おじ・おば」と「育ての親」という二重の身分を根拠に，1956年
５月25日に，係争中の訪問権を法的に定めさせることを目的として仮執行の
措置を求めて子の両親を召喚する??。これに対して，子の両親は，1956年６月
11日と７月６日の法廷内送達行為（acte du palais)??により，請求の却下を
申し立てる。子の両親は，父権は両親に帰属し，婚姻中は父により行使され
る絶対的かつ不可侵のものであるとして，法的には1955年に交わされた先の
合意書の無効を主張する。そして，おじ・おばの子への影響は，子が嫡出の
両親に示すべき敬意と愛情から子を遠ざけており子の利益に反するとする。
〔判旨〕（請求認容）
セーヌ民事裁判所は次のように判断した。まず，1955年の合意書について
は，「人の状況に関する合意（pacte）は，民法典６条，1128条および1133条
の命ずるところに従い，〔法的拘束力のある〕合意（convention）の枠外にあ
る」ため，締結者に「良心上の義務（devoir）にのみ属する道徳上の義務
（obligations）」しか課さない。「おじ・おばは，こうした原則に賛成したうえ
で，司法機関に対し，自らのために設けられた訪問権に関して，先の合意書
の当事者に制裁を与えるよう求める際に，おじ・おばと育ての親という二重
の身分に根拠を求め，他方，子の両親は，逆の主張を裏付けるために，父権
は，法律により嫡出の両親に帰属し，婚姻中は家長の身分で父により行使さ
れる，父権の絶対的にして不可侵的性格に根拠を求める（民法典373条）。し
かしながら，子の両親の主張は，古い学説では支持されるものであっても，
法律と判例の発展とは対立するものである。とりわけ，1889年７月24日の法
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律２条を補完する1935年10月30日のデクレ・ロワと1942年７月23日法律が，
実際に子の利益がその父母により十分に保護されていない場合には，司法機
関に対して極めて広範な監督権限を与え，あらゆる監督あるいは育成扶助の
措置を可能にしていることを指摘すれば十分である。特に訪問権に関しては，
十分に確立した判例によれば，法律上の規定を欠く場合にそれは子の利益の
みに導かれるため，訪問権は父権からも，さらには親子関係からも分離され
る。……おじ・おばの請求は，判例の流れを汲むものである。おじ・おばが
子を受け入れたのは，おじ・おばの身分においてであることは異論の余地が
な」い。子の父自身が認めているが，「自身の母が認めていない関係から生ま
れた子を隠すことだけに必死であったため，自身の兄弟とその妻に，子との
養子縁組をさせようとしていた。……こうした経緯から，1950年12月20日か
ら1955年９月15日まで子を養育したおじ・おばは，明らかに子に対する道徳
上の権利（droit morax）を得ており，こうした権利は，1955年９月９日，10
日の合意書の中に記載された条項を十分に正当化する。子の両親は，訪問権
の行使の実行を長らく遅らせてきており，その影響力の重大さを推し測って
もいないようである。実際に訪問権が行使されると，両親は，おじ・おばの
訪問権を拒否するために父権の不可侵性を盾に取るのであるが，実際には，
あらゆる手段を尽くして子を遠ざけておくべき家族間の紛争の中で身勝手に
行動しているに過ぎないのである。さらに，家長の権利および義務は，それ
が実際に行使あるいは履行される時であっても，訪問権は，年のうち間隔を
置いてしか行使されず，必然的に短期間に限られるのであるから，これによ
り侵害されるという危惧もあり得ない。とりわけ，おじ・おばは，父権を妨
げる可能性のあることを何もしない旨の約束を改めて行っている以上，なお
さらである。そして，本件のいかなる要素も，子と両親の関係から，おじ・
おばを排斥しようとする父の行為を正当化しない。また，父自身の証言によ
れば，ある日，育ての親の健康状態に関する悪い知らせを聞いた子は，母の
監督をごまかし，一人で列車に乗り，ボルドーまで逃げ出している。こうし
た出来事一つを取っても，子の性格および子とおじ・おばを結びつける愛情
関係（liens d’affection）を同時に示している。訪問権の頑な拒否は，子が嫡
出の両親の家庭に戻されて以来，子とおじ・おばが互いに感じる離別による
フランス法における判例上の「訪問権」の生成過程（三)
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悲痛な感情をただ深めるだけである。したがって，こうした状況においては，
大幅におじ・おばの請求を認め，おじ・おばに，クリスマス休暇の８日間，
復活祭休暇の８日間，夏期休暇の１ヶ月間の訪問権（droit de visite）を与え
ることが相当である。この必要最小限と思われる期間は，医師の意見に従い，
かつ，子の両親の合意を得て，子の利益もしくは子の健康状態がそれを求め
る場合には常に拡張しうるものとする。そして，次の復活祭休暇から訪問権
の設定を実行に移すことが急務である。以上から，同様に仮執行の請求を認
めることが相当である」。
パリ控訴院第１予備法廷1957年４月２日判決??
（Jean-Marie Puyo夫妻対Andre?Puyo夫妻）
〔事実の概要〕
前述のセーヌ民事裁判所1957年１月17日判決の控訴審である。
子は，1946年１月６日にパリで出生し，両親不詳の子として届出がなされ
たが，実際には父母（Andre?Puyo夫妻）はわかっており，父母は1950年まで
子を第三者に養育させていた。同年の終わり，子の父母??は，子の父の兄弟と
その妻（Jean-Marie Puyo夫妻）に，子を委ねることを決める。それ以降，
おじ・おば夫妻は，子の養育および教育を行っており，1951年６月17日にボ
ルドー裁判所から子に関する父権を付与される。その後，父母はそれぞれ自
然子を認知し，最終的に1955年７月21日の父母の婚姻により子は準正された。
そして，子は，家族の友人である元公証人の助力もあって，話し合いのもと，
両親に引き取られる。それに先だって合意書が作成され，1955年９月９日，
10日に当事者により調印される。その合意書の表現によれば，子の両親は，
名誉と誓約に基づき，おじ・おばに対して，クリスマスおよび復活祭休暇の
全期間と夏期休暇の最初の２ヶ月間，子を委ねることを約束している。1955
年から1956年にかけてのクリスマス休暇に関しては，この約束が守られたが，
子が神経質かつ不安定となって戻ってきたという理由から，両親は，1956年
の復活祭の際に，おじ・おばに子を新たに委ねることを拒否した。おじ・お
ばの召還状（assignation）により，急速審理の裁判長による調停（me?diation）
が行われ，子の両親は，子を数日間，ボルドーに連れて行くことに同意した。
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しかしながら，前と同じ理由により，夏期休暇の際に，おじ・おばの側に子
が新たに滞在することを一切禁じた。こうした状況により，おじ・おばは，
訪問権の承認を求める訴訟を開始し，原審のセーヌ民事裁判所1957年１月17
日判決は，おじ・おばの請求を認めた。これに対して，子の両親は，原審判
決が認めた訪問権は絶対的かつ不可侵であるはずの父権に由来する固有の権
利と子の利益の両方に反すると主張する。また，子は不安定かつ神経質で，
おじ・おばの自宅への定期的な移住に適応しておらず，さらに，おじ・おば
は，子への過度の愛情と子の両親への敵意から，子の親への愛情を逸らそう
と試みているとする。他方，おじ・おばは，原審判決の確認を申し立てる。
〔判旨〕（控訴棄却）
パリ控訴院は，次のように判断して，原審判決を支持した。「法的には，実
際に子を数年間に渡り愛情をもって献身的に育ててきた非常に親等の近い血
族に，第三者のための父権の分割を行うのではなく，単に限られた期間の，
定期的な訪問権の行使を認めるだけである。さらに，近い血族関係とそこに
加わる愛情的関係（liens affectifs）が含む緊密な関係を子との間で維持する
ことが子の利益になると思われる場合には，当事者自身も法的な価値はない
と認めている1955年９月９日，10日の合意書に拘るまでもなく，そもそも子
の利益のために存する父権を付与された両親に帰属する監護権および指導権
（droit de direction）は一定の制限を伴う。本件において，血縁の両親は，か
なり議論の余地のある個人的な都合から，また，子の利益への配慮より，む
しろ自己の臆病さから報酬目当ての人手に子を任せるしかないと思っていた
が，最終的には，５年間に渡り両親の一方の兄弟とその妻に子を委ねたので
ある。このおじ・おば夫妻は，自身の子を失っていたため，この子を養子に
する気であったが，いずれにしても自身の子同様に育てる意向であった。し
たがって，子の両親は，全ての事情を知ったうえで意図的に一つの状況を作
り出したのである。この状況により子の両親は自らの厄介事から解放される
であろうが，同時に，こうした状況を両親が好きなだけ引き延ばしている間
に育ての親と子との間に極めて正当かつ堅固な愛情と感謝の関係（lien d’
affection et de gratitude）が生じてきたのである。こうした関係は，それを
維持することが子にとって有害であるおそれがある場合にしか断ち切られる
フランス法における判例上の「訪問権」の生成過程（三)
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ことはない。子の利益のみに注意が払われる領域においては血族の親等より
も子に対して行われた奉仕（services）が重要であるが，これに関して，おじ・
おばは異論の余地のない資格を有している。……子は，おじ・おばの家での
限られた滞在から苦痛を受けるおそれがあるどころか，あらゆる点からみて，
利益をうるのみであろう。おじ・おばの振る舞いと子の愛情を両親から奪い
取ろうという意図に関する子の両親による申立ては，審理中に当事者により
提出された膨大な手紙（correspondance）に照らしても，全く根拠を欠いて
いるように思われる。第一に，子の両親は，実際に，わずか２回の経験しか
経ていないにも拘わらず，子が両親の側に戻ってくる際の子の引取りに感じ
る困難を過度に重大視しており，仮にそのような徴候が実際に起きていたの
であったとしても，時間と年齢と習慣とともに，そうした不都合は消え去る
ことは明らかである。他方で，おじ・おばが子を奪おうとしているというこ
とに信憑性を持たせるために，控訴の裏付けとして発言ならびに手紙の断片
を用いているが，それは事実に反するか，あるいは偏見に基づくものである
と思われる。それは疑いなく，子の利益というよりは，家族の不和と独占的
であろうとする愛情から出たものである。実際に，おじ・おばは，あらゆる
点において両親の主張は妄想であるとさえ思われるほど，子とその両親に対
して，無私で献身的であり，寛大な性質を有することを過去の経験が十分に
示している。子の両親は，何よりも自らになされた援助を記憶しているはず
であり，子がおじ・おばに対して愛情と感謝を示すとともに，おじ・おばの
包み込むような愛情を子がまた受けられるようにすることは，かつて正式に
約束したように，両親の義務であり，さらには子の利益（avantage）でもあ
ることを理解しなくてはならない」。
以上のように，1947年のセーヌ民事裁判所判決は，父権を制限して，６年
以上に渡って子を監護したおばに血族関係および子からの尊敬の義務を理由
に滞在を含む訪問権を認めた。1957年のセーヌ民事裁判所判決は，父権の絶
対性および不可侵性を否定し，訪問権は子の利益のみに導かれるとしたうえ
で，約５年間に渡る子の監護の事実は，おじ・おばに道徳上の権利を発生さ
せ，これは訪問権を正当化するとした。さらに，子とおじ・おばとの間には
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愛情関係が生じているとして，長期の滞在を含む訪問権を認めたうえ，子の
利益のためには常にこれを拡張しうるとした。この1957年のセーヌ民事裁判
所判決は，その控訴審である1957年のパリ控訴院判決でも支持された。パリ
控訴院は，近い血族関係とそこに加わる愛情的関係が含む緊密な関係を維持
することが子の利益になる場合には，訪問権のために父権は制限されるとし
たうえで，愛情を持って献身的におじ・おばが行った子の監護により，両者
の間に極めて正当かつ堅固な愛情と感謝の関係が生じていることを認め，こ
うした関係を維持し，子はおじ・おばに愛情と感謝を示すとともに，子も継
続しておじ・おばの愛情を受けられるようにすることが，子の利益になると
した。
これらの判決は，とりわけ子の監護の事実から生じる「愛情関係」の存在
を重視し，子の利益の観点から，こうした関係の維持のために訪問権を認め
る。そして，子から「育ての親」に対して「愛情」や「感謝」の情を示すこ
とも，その承認の理由に加える。
このような判断は，子と血族関係にない「育ての親」の場合と同様である。
異なる点は，愛情関係だけでなく，子との血族関係の存在自体からも子との
緊密な関係が生じうるという点である。しかし，訪問権の認否の判断の際に
は，血族の親等よりも子に対して行われた「奉仕（services）」が重要である
ことが，前述の1957年４月２日のパリ控訴院判決で指摘されている。つまり，
以上の判決からわかることは，訪問権の承認にとって最も重要な視点となる
のは「子の利益」であり，「育ての親」の場合には，子との間に愛情関係が存
在し，この関係の維持が子の利益になると?えられる場合に訪問権が認めら
れるのである??。そして，こうした愛情関係の発生は，血族関係の存在そのも
のというよりは子の監護の事実に多くは依拠するのである。そして，子との
血族関係の有無よりも監護の事実が重視される「育ての親」の場合には，子
がその監護に対して，愛情や感謝の情を示すためにも訪問権が必要とされる。
いわば子への情操教育の効果を求めるような側面が，また，別の角度からは，
本来は子に何ら法的義務を負わない「育ての親」による無私と献身の奉仕に
対する「対価」という側面が，当然に子への養育義務を負う親の場合や―後
述の姦生子の親の場合は扶養料の負担だけであるが―，二次的に義務を負う
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祖父母の場合と比べて強調されていることが注目すべき点と思われる。なお，
子と血族関係にある「育ての親」には，そうでない「育ての親」の場合に比
べると，より長期の滞在を含む訪問権が承認されていることも興味深い。次
に姦生子の親の訪問権を検討する。
２ 姦生子の親の訪問権
1970年の訪問権の立法化以前に，第三者の訪問権として争われた特徴的な
ものとして，姦生子の親の訪問権がある。1972年まで単純自然子以外の法的
親子関係の立証は原則として禁じられていたので，姦生子の親の訪問権は，
祖父母の訪問権が判例に登場し始めた19世紀中頃では，裁判所で争われるこ
とはなかった。しかし，20世紀に入り，扶養料との関係において，姦生子と
血縁のある親との法的親子関係の立証が緩和されるにしたがって??，下級審
レベルでは姦生子の親に扶養料の支払いと連動させて訪問権が認めらるよう
になる。
パリ控訴院第１法廷1954年６月４日判決??（Ｓ対Ｌ婦人）
〔事実の概要〕
子ら（Lucie-Laurenceと Gerard）の懐胎および出生の際，子の両親は，
パリの住所にて一緒に暮らしており重婚的内縁関係にあった。父（Ｓ）は未
婚であったが，母（Ｌ婦人）は他男との婚姻関係にあったため，子らは1939
年12月29日と1942年６月１日にそれぞれ母方姦生子として出生した。母によ
り子らの出生登録がなされたが，その際，母は自身が既婚者である旨，およ
び，子らの父の状況を申告しなかった。そのため，出生証書においては，子
らは母のみの子として記載されている。父は，子らをそれぞれ1940年５月16
日と1942年６月６日に認知した。そして，1942年７月１日に母の夫の死亡に
より母の婚姻関係が解消されたため，母は子らの父と再婚した。その後，子
らの両親の間に扶養定期金および子の監護に関する紛争が生じ，訴えが提起
される。原審は，1951年10月11日に，父の子らに対する認知が有効であるこ
とを前提に，父に子らの扶養料の支払いを，母に子らの監護を委ねることを
命じた。これに対して，子の母は，自己への扶養定期金の支払いを求めて控
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訴する。他方で，父は，子の母への扶養定期金の不払いおよび子への扶養定
期金の減額，監護権あるいは訪問権の付与を求めて反訴を申し立てる。
〔判旨〕（反訴請求一部棄却）
パリ控訴院は，次のように判断した。「原審の?えに反し，２人の子は，……
子の出生当時，母が先の婚姻関係にあったため，子の両親の婚姻から生まれ
たものとはいえない」。しかし，子らは「出生証書の記載から母の嫡出子とし
ての法的地位を得ており，そのため，父が後から子に対して行った認知は決
定を下すまでもなく無効である。こうした状況において，原審が，子の監護
に関して決定を下し，さらに，それを母に委ねるとしたことは妥当ではない。
なぜなら，父は子といかなる法的な関係も有しておらず，一方で母は嫡出親
子関係という法的な関係により子と結び付いており，母のみが事実上（ipso
 
facto）の監護権を含む父権を子に対して有しているからである。したがっ
て，そもそも監護権を母に対して与える必要はないのである。しかしながら，
このことは子の母が，原審が認めたものとは異なった父の法的資格を根拠に，
父に対して子への扶養定期金（pension alimentaire）を要求し，それを得る
ことを妨げるものではない。実際に，子の父は，子の懐胎および出生の時に
子の母と内縁関係にあり，……また，父は事実上の父子関係およびその確信
を否定していない。父による子らへの認知が法的には無効であったにせよ，
少なくとも，こうした確信の表明としては価値がある。また，父は２人の子
に対して，心からの愛情を注いでおり，これらを常にわが子として扱い，養
育してきたのである。……父は，扶養料の債務自体に何ら異議を唱えていな
いばかりか実際に支払いを実行しており，父が問題としているのは，その額
のみである。こうした状況においては，姦通による事実上の父子関係の存在
に対する父の確信に基づき，扶養料の自然債務（dette naturelle）が義務的な
民事債務（dette civile obligatoire）に更改されているといえる。したがっ
て，父は２人の子に対し扶養料を支払うべきであり，子の必要ならびに父の
資力を?慮すれば，原審判決の日の1951年10月11日に遡って，１ヶ月の定期
金を各子につき4,000フランに引き下げることが相当である。父が請求してい
る訪問権（droit de visite）に関しては，すでに十分に確立した判例は，たと
え祖父母とその自然子との間にいかなる法的な関係が存在しなくても，自然
フランス法における判例上の「訪問権」の生成過程（三)
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の祖父母に対し，そのような権利を認めることに何ら躊躇しておらず，まし
てや，本件の父の場合のように，真の父の感情を子に対し常に示してきた男
性の，姦通における事実上の親子関係から，訪問権を引き出すことはまさに
公正である。したがって，同権利は大幅に認められるべきである。以上の理
由から，……父に対しては，1951年10月11日に遡り，その居所に居住する子
の母に民法典301条により月2,000フランの定期金を支払い，……子には１人
当たり月4,000フランの扶養定期金を支払うことを命ずる。また，これらの子
の監護に関して決定を行うことは妥当ではなく，子の父は24時間前に，その
旨を通知することを条件として，自由に子と面会できるものとする」。
このパリ控訴院判決は，判例において祖父母自身の子が自然子である場合
の祖父母に孫への訪問権が認められていることとの?衡から，子とより近い
血縁を有する姦生子の父に訪問権を認め，その訪問権の承認の根拠に，事実
上の親子関係および愛情関係の存在を挙げている。そして，認知は無効では
あるものの，これは血縁の存在に対する父の確信の表明であるとし，こうし
た父による子への扶養料の支払いの事実が，これらの関係を客観的に示すも
のとされている。
このパリ控訴院判決の約１年後，1955年７月15日法律第55-934号による法
改正において，姦生子の親の扶養料支払いに関する規定が民法典旧342条に
置かれた。同条２項は，「近親相姦または姦通関係から出生した子は，扶養料
を主張することができる。ただし，その訴えは，その立証が禁止されている
親子関係の存在を宣言する効果を有しない」と定める。1955年法以降は，民
法典旧342条２項を根拠に扶養料を支払った姦生子の親に訪問権を認める解
釈が定着していくこととなる??。そして，次のように，この規定を根拠に，法
的構成としては前述のパリ控訴院判決と同様に，扶養料を支払った姦生子の
父に訪問権を認める判決が下された。
パリ控訴院第１予備法廷1958年10月９日判決??（Seiberras対Marie）
〔事実の概要〕
子（Christian）は，1947年１月13日にピュトーにおいて出生する。子の出
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生当時，子の母（Seiberras）は未婚であり，父（Marie）は他女との婚姻関
係にあったため，子は父方姦生子である。1947年１月15日に父が子を認知す
る。子は現在11歳で母の監護のもとにある。子の出生前の1946年10月10日に
子の扶養定期金を支払う旨の約束が父により書面でなされており，実際に，
父は，子の扶養料として月15,000フランから25,000フランを子の母に対して
支払っていた。しかし，父母間で紛争が生じたため，母は，扶養定期金など
の子の養育の分担金および父の訪問権に関して訴えを提起する。原審のオ
セール民事裁判所1956年５月24日判決は，父による認知を無効としたうえで，
父に対して，子の養育の分担金として1955年11月14日から月20,000フランの
扶養定期金の支払いを，母に対して，子の父へ子の健康および教育に関する
手紙を毎月送付すること，および，子を父のもとに夏期休暇中の１ヶ月間滞
在（se?jour）させることを命じた。母はこれを不服として，月50,000フランの
扶養定期金の支払い，子の受けた手術費用の求償，および，訪問権を父に付
与する必要がない旨の言渡しを求めて控訴する。他方，父は原審判決の確認
を申し立てる。
〔判旨〕（控訴一部棄却）
パリ控訴院は，次のように判断した。「扶養定期金に関しては，1946年10月
10日の書面での約束により，父は，『子の生活および養育の費用の援助』を課
す自然債務（obligation naturelle）を民事債務（obligation civile）に更改す
る意思を正式に表明している。……父は，その債務自体に異議を唱えておら
ず，第三者の仲介を経て，毎月15,000から25,000フランの額を子の母へ支払
うことで，そうした義務を履行したものと?えていた。さらに，父は，ノー
ル社において息子への生命保険を契約していた。……当事者双方の状況を?
慮すると，母の主張する11歳の子に対する月50,000フランの扶養定期金は明
らかに法外であるが，原審判決が下されて以来，子の必要とする費用は増加
しており，母にとっては，その不定期な職業で補いうる以上の重い負担となっ
ている。……原審により定められた月20,000フランの扶養定期金を，本判決
以降は25,000フランに引き上げるとともに，扶養定期金の開始日は1955年11
月14日とする。手術費用の求償に関しては，母自身が請求を放棄する意思を
明確にしているため，それを認めることとする。父に認められていた訪問権
フランス法における判例上の「訪問権」の生成過程（三)
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に関しては，……原審判決は父の認知を無効としているが，それは，姦通に
よる事実上の父子関係を示すものであり，判決を得た母は，そこから父に対
して，訪問権に異議を唱えるためのあらゆる論拠を引き出しているが，原審
裁判官は正当にも，1955年７月15日法律による民法典342条２項，および，民
法典762条以下は，姦通行為により生まれた子の父母が姦生子の扶養を行い，
その生活に関与すべき義務を定めていると指摘する。こうして法的に立証さ
れた（e?tabli）関係により，姦生子の親は子との接触を保つ権利および義務を
獲得するのである。また，確固として確立された判例は，自然の祖父母に対
して訪問権を認めるのであり」，孫と「祖父母の間にいかなる法的な関係も存
在しないにも拘わらず，こうした権利を認めることに何らの躊躇も示してい
ない。ましてや，本件の父のように，真の父の感情を子に対し常に示してき
た男性の，姦通による事実上の父子関係から訪問権の原則を導き出すことは
公正であるといえる。本件においては，同権利の制限，ならびに，その行使
の条件は，すでに原審により正当に判断されているため，これを無条件に支
持することが適切であろう」。
このパリ控訴院判決は，前述の1954年のパリ控訴院判決の見解を踏襲し，
自然子の祖父母に孫との訪問権を認めることの?衡から，姦生子の父にも訪
問権を認めるとする。そして，その訪問権承認の根拠には，同じく事実上の
親子関係と愛情関係の存在が挙げられ，子に対する父の無効な認知や扶養料
の支払いの事実が，これらの関係を客観的に示すとされる。ただ，両判決に
おいて，一つ異なるのは，1958年のパリ控訴院判決の時には，前述のように
民法典旧342条２項という，姦生子の父の訪問権を補強する法的根拠ができて
いたことである。1955年法は旧342条に２項を設け，姦生子と乱倫子にも親に
対する扶養料の請求を許した。このような請求は，法的な親子関係の立証の
効果を伴わないことが同条に明記されていたにも拘わらず，実際には，事実
上の親子関係の存在を証明することとなり，この証明が姦生子の親の訪問権
の裏付けとなるのである??。
とりわけ1955年法以降は，学説と判例のいずれにおいても，姦生子の父に
よる扶養料の支払いの事実を，その訪問権の承認に連動させるという取扱い
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が定着しつつあった。
こうした第三者の訪問権の拡張傾向は，すでにみた「育ての親」の場合に
も同様であった。しかし，前述の姦生子の親に訪問権を認めた1958年のパリ
控訴院判決がこの流れの最後となり，次の1961年の破毀院判決は，こうした
拡張傾向に突如として歯止めをかけるのである。
３ 訪問権の否定への転換―1961年破毀院判決とその後―
すでにみたように，第三者の訪問権は，「育ての親」に関しては監護の事実
に，姦生子の親に関しては扶養料の支払いの事実に連動して，子の利益のた
めに血縁や愛情関係を根拠として拡張される傾向にあった。次に，こうした
第三者の訪問権の拡張傾向に歯止めをかけた1961年の破毀院判決と，その後
の判例を検討する。そして，こうした判例の中で，従来の訪問権に対して新
たに登場した「訪問の職務」という例外的な訪問権についても併せて検討す
る。
破毀院第１民事部1961年３月22日判決??（Legros-Potel対Van Leckwyck）
〔事実の概要〕
前述のパリ控訴院1959年４月30日判決の上告審である。
原審のパリ控訴院1959年４月30日判決は，育ての親である代父母と子との
間に宗教上の血族関係の存在を認めたうえで，法的な血族関係と同様に，家
族の紐帯および緊密な関係を維持する相互的義務が尊重されるべきであり，
そして子の利益が要求する場合には滞在を含む訪問権が認められるとした。
原審は，実際に代父母と子との間には12年来の代父母による子の監護の事実
から非常に強固な愛情関係が生じているとし，子の利益の観点からは，愛情
面および物質面において，こうした関係を断絶しないことが適切であり，精
神面においては，代父母に対し子は感謝を示す義務があるとして，代父母に，
子を学校の休暇期間中の１ヶ月，家に滞在させることを含む訪問権を認めた。
これに対して，子の両親は，原審判決の破棄を求めて上告する。
〔判旨〕（破棄自判）
破毀院民事部は，次のように判断した。「民法典373条に鑑みるに，未成年
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の子の監護権を付与された両親は，尊属以外の者のための訪問権もしくは宿
泊権を課されることはなく，父権の侵害を受けることはない。原審は，代父
母に対して，元家政婦の子を―この子は母の婚姻の際に母の夫が認知し嫡出
転化しているが―，これを夏期学業休暇中の１ヶ月間，預かる権利を認める
にあたり，子の利益と同時に子とその代父母を結び付ける宗教上の関係（lien
 
spirituel）ならびに子が代父母に対して示すべき感謝の情を根拠としている
が，こうした判断を下すにあたって，上記の規定に違反しているといえる」。
リヨン控訴院第２法廷1963年10月17日判決??（Ｆ夫人対Ｃ）
〔事実の概要〕
子（Ange Claude）は，1957年３月21日に婚姻外の関係から出生した。子
の出生当時，母（Ｆ夫人）は他男と，父（Ｃ）は他女と婚姻関係にあったた
め，子は母方および父方姦生子である。子の父母は，1955年に関係を結び，
1956年７月にはともにイタリアを訪ねており，懐胎を機に両者は同居を開始
し，これは1961年９月25日まで続いた。この間，1957年９月27日に父につい
ての離婚判決が，1958年１月９日に母についての離婚判決が下されている。
そして，母とその離婚した夫は1956年以降は全く関係を有していなかったと
して，1963年３月18日に離婚した夫を子の父としない嫡出否認判決が下され
た。一方，子の父は，父子関係に確信を持っており，母と同居中は子を養育
しており，その後，1962年６月20日に父は子を認知し，さらに養育費の負担
を申し出ている。しかし，子の父母は，内縁関係の解消および子の母が他男
と再婚したことによる不和から対立しており，父母間の紛争が裁判所に係属
されることとなる。1963年６月19日の原審判決は，父による子の認知を無効
としたうえで，父に訪問権を認めた。これに対して，子の母は訪問権に異議
を唱えて控訴する。他方，父は，原審判決の確認と自身の費用での子の施設
への託置を申し立てる。
〔判旨〕（一部取消し）
リヨン控訴院は，次のように判断した。「第一に，子の出生当時は，未だ離
婚により解消されていなかった先の婚姻関係の中に父はいたため，子の父に
よる認知の無効には疑義を差し込む余地はない」。しかしながら，諸般の状況
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から父は，「その父子関係に確信を持っており，父は養育費の負担を申し出て
いる。自然債務（obligation naturelle）から民事債務（obligation civile）へ
の更改により，父の申し出を認めることが適切であろう。第二に，監護権の
保持者である親は，父権への侵害を避けるために，尊属以外の者のための訪
問権を課されることはない。本件においては，父は，母の保持する父権上の
あらゆる権利を否定するために，自己と子の母の法的状況が姦通による同一
の親子関係であることを論拠とすることはできない。民法典335条および342
条は，単に姦通による親子関係の自白あるいはその捜索を禁ずるのみであり，
出生証書の作成に関して規制を加えるわけではない。同証書は，民法典53条
の命ずるところに従い，母の氏名に関する記載を必ず含んでいなくてはなら
ないが，届出を行った本人の指示に基づき，父の状況について情報を与えな
くてもよい。こうして合法的に立証された母子関係は，嫡出否認までは嫡出
であるが，嫡出否認後は，血族関係の不存在の原則を導き出す民法典335条の
禁止とは矛盾しない法的な事実確認の方法で，姦通による自然の母子関係と
なる。したがって，母は，嫡出否認の後，民法典393条の適用により父権を行
使するが，他方，父は，無効となった認知証書を論拠に用いることはできな
い。姦生子に関する762条は，『法律は姦生子に対し扶養料のみを認める』と
しているが，同条は，こうした解決に矛盾するものではない??。762条にみら
れる否定は，『親子関係』に関してではなく，『相続』に関して述べられたも
のであるため，相続上の資格は制限するが，法的に認められた血族関係の結
果生ずる地位（fonction）については何ら関係がない。第三に，父権は，親に
対して自由裁量を与えるものであるが，たとえそれが民法典375条の意味にお
いて濫用されていないとしても，同権利には程度の差が存在する。なぜなら，
親の一方のみによって認知がなされる場合では，子の財産が存在するならば
財産管理の目的で，あるいは子の身上を見守る目的で，民法典389条２項の適
用により『未成年子の物質上および精神上の保護を行うため』に……後見
会???が代理人を指名するか，もしくは1958年12月23日オルドナンス以降は児
童裁判官を介するかで，父権は制限されるからである。父は，たとえ訪問権
を持たなくとも，未成年子の育成に関与する扶養債務者としての身分で，も
しそれが子の利益に適う場合には，家族法のある高名な専門家の表現に従う
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ならば，『訪問の職務（mission de visite）』を求めることが可能である。子
の両親の協力は，子の教育を十全に行うためには過剰にはならないが，子の
母は，過去の状況から子の将来を十分に保証するものではないにも拘わらず，
父からの援助を拒否すべきであると?えている。これに関しては，内縁関係
の解消あるいは母の再婚相手に対する子の父の敵意など最近の出来事に鑑み
ると，これらの出来事は，かつての内縁関係に関する争いであって，子の母
の態度は当然のことといえようが，しかし子の利益とは全く別の問題である。
民法典375条もしくは389条に授権された裁判所のみが，その有する手段によ
り『子の複雑な精神の領域』に関して検討するとともに，託置もしくは訪問
の職務の有無を命ずるうえでの管轄権を有している。以上の理由により，……
父の認知の無効を認めている点において，原審判決を支持し，父に対しては，
その子の施設への託置費用を負担する旨の申し出を認める。また，判決のそ
れ以外の部分に関しては，これを無効とし，父は訪問権の行使を主張し得ず，
訪問の職務を設けるには，民法典375条もしくは389条の条件を満たす必要が
あるものとする」。
以上のように，1961年の破毀院判決は，それまで拡張方向にあった第三者
の訪問権を一転して，子と血族関係にない代父母の訪問権を突如として制限
した。この破毀院判決では，代父母は，その本来の役割に留まらず，子の出
生前にはその母への物質上および精神上の援助をし，子の出生後はその母に
配慮しながら子の養育および教育に関してあらゆる援助をしてきたにも拘わ
らず，破毀院は尊属以外の者に対して父母は訪問権を課されないことを宣言
し，代父母の訪問権を父権の侵害を理由に否定した。
そして，1963年のリヨン控訴院が，1958年のオルドナンスにより設けられ
た育成扶助の制度の措置に言及したことで，1961年の破毀院判決の方向性に
拍車を掛けた。1958年のオルドナンスとは，危険にさらされている青少年の
保護に関する1958年12月23日オルドナンスのことである。このオルドナンス
は，懲戒権について規定していた民法典旧375条から旧382条を全面的に改正
し，子が育成の危機に瀕している場合に，児童裁判官が一定の権限を行使し
て子を保護する措置を取ることを可能にする育成扶助（assistance e?duca-
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tive）の制度を民法典に新たに設けた???。1963年のリヨン控訴院は，1961年の
破毀院判決が代父母である第三者の訪問権を突如として否定したことを受け
て，姦生子の父が扶養料の負担を約束しているにも拘わらず???，姦生子の父
に対して従来の訪問権を否定した。しかし，リヨン控訴院は，４年間に渡り
子を養育してきた血縁の父に対して，従来の訪問権を完全に否定することは
あまりにも苛酷だとして，父という身分以外にも父が子と面会しうる根拠を
求めている。すなわち，扶養債務者の資格で民法典旧389条により後見会から
子への訪問を得ることができる。そして，父権者である母が父の訪問に反対
する場合には，児童裁判官に審理は付託され，民法典旧375条以下の要件が満
たされれば，すなわち子が母の監護において育成の危機に瀕している場合に
は，父は子への訪問を得ることができる???。このようにリヨン控訴院は，1961
年の破毀院判決を踏襲しつつも，姦生子の父に，こうした「訪問の職務」と
いう例外的な訪問権を行使しうる可能性を残した。このことが，訪問者の固
有の権利であるとする従来の伝統的な訪問権の概念に対して，危例外的な状
況における「訪問の職務」という概念を作り出すこととなり???，もはや第三
者は従来の訪問権を行使し得ないのではないかという議論をもたらすことと
なる。
1963年のリヨン控訴院判決直後の，次の1963年のパリ控訴院判決では，ま
だ第三者に訪問権を拡張しようとする従来の判例の姿勢が見て取れるが，こ
のパリ控訴院判決以降，後述の1966年の破毀院判決までは，訪問権の請求者
と子との関係性や状況に拘わらず，一律，第三者の訪問権は否定されること
となる。
パリ控訴院第１予備法廷1963年10月24日判決???（Truc嬢対Eluard）
〔事実の概要〕
子（Christine Camille）は，1956年４月２日に婚姻外の関係から出生し
た。子の出生当時，母（Truc）は未婚であったが，父（Eluard）は他女と婚
姻関係にあったため，子は父方姦生子である。父の婚姻は，1955年11月８日
のセーヌ大審裁判所の離婚判決まで継続する一方で，子の父と母は，1955年
３月から1960年９月まで内縁関係にあった。内縁関係破綻後の1960年11月25
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日に父は子を認知した。その後，父母間で子に関する紛争が生じ，訴えが提
起される。原審のセーヌ大審裁判所1962年12月10日判決は，子の懐胎時に，
父は他女との婚姻関係にあったため民法典335条により父による認知を無効
とした。そのうえで，父に対して，子の生活費を分担する旨の父の申し出を
法的に確認するとともに，毎月第一日曜日の10時から18時の間，短期休暇の
前半および夏期休暇の初めの２週間，子を預かることを父に許可した。これ
に対して，子の母は控訴を，父は反訴を申し立てる。子の母は，訪問権の条
項の無効および法的に保護される正当な利益の不存在を理由に父の申立ての
却下を求め，さらに，母は，48時間前の事前通知を条件として毎月第一日曜
日の自宅での訪問権を父に対して拒否しないことを明確に述べ，その旨の法
的確認を求める。他方，父は原審判決の確認を求める。
〔判旨〕（一部取消し）
パリ控訴院は，次のように判断した。「この訴えを提起する法的な利益を父
が有するかという問題は，必然的にその主張の根拠を検討することに繫がる。
原審裁判官は，認知の無効を宣言した後で反訴請求を認め，これを子の生活
費（besoins）に対して援助を行う旨の父の一方的債務負担行為（engagement
 
unilate?ral）の対価とみなしている。このことは，原審の表現に従うならば，
事実上の父子関係から生じる義務を免れないという父の意思を示すものであ
る。しかしながら，父が子に対する扶養義務の存在を認めているという単に
それだけの事実から，訪問権の承認をそのように導き出すことはできない。
結局のところ，姦生子の認知は，フランス法においては，公序から無効を宣
告されるのである。したがって，このような認知は，それ自体としては，い
かなる法的な効力を生じさせないにも拘わらず，血縁関係（lien du sang）の
明白な存在から生じる事実上の状況は，長い間，判例において見解を同じく
して，不完全な法源（source imparfaite de droit）として?慮されており，
1955年７月15日の法律以来，民事債務を生じさせるものとされている。いず
れにせよ，このような事実上の状況が，単に自らの行為により子が出生した
ことを親が確信している場合には，親に対して道徳上の義務を負わせ，こう
した確信が裁判官により確認される場合には，法的義務を負わせるものであ
るとしても，事実上の状況は，この親に対して厳密な意味（stricto sensu）で
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は，いかなる権利も，とりわけ父権に由来するいかなる属性も与えることは
ない。父権は，親子関係が法的に立証された親のみによって独占的に行使さ
れるものだからである。しかし，それでもやはり，事実上の血縁関係の存在
は，法律によって父権を付与された親により父権が濫用されない限り，完全
に無視されることはない。本件において，父と子の間の血縁関係の存在は異
論の余地なく，そもそもこれに関してはいかなる異議も唱えられていない。
血縁の存在は，父の事実上の自白により十分明白であるが，父は，約束によっ
て，自らの道徳上の義務を法律上の義務に更改することで，父子関係の確信
をさらに確かにしている。しかし，このような場合に，こうした約束を受け
入れるか，あるいは拒否するかは，一様に扶養債権者の判断にかかる事柄で
ある。数日間子を預かり，これを宿泊させる権利を行使するという父の要求
に反対するにあたり，子の母が，自らが父権を唯一付与されたと主張するこ
とに正当な根拠がある。また，母は，父が子との交流（contacts）を維持する
ことを認める際に，子が父との行為により生まれたものであるという明白な
事実を?慮している。これらの交流を，毎月の簡単な訪問のみに限ることに
ついて，母は排他的権利を行使したのであり，本件の状況に鑑みると，父権
を濫用したものとは思われない。以上の理由から，母の控訴を受理し，これ
を根拠あるものとして認める。訪問権の条項で新しく裁定され，付加された
部分については，原審判決を取消しとする。父に対しては，訪問権の付与を
目的とした反訴請求は根拠を欠くものであるため，その請求を棄却する。他
方，母に対しては，48時間前の事前通告を条件として，父が子の母の自宅に
おいて，子と面会することを，母が受け入れた旨を確認する」。
この1963年のパリ控訴院判決は，公的次元において認知は無効であるが，
父と子との血縁は父の自白から明白であり，さらに父の意思により扶養料の
負担を法的な義務に更改することで，血縁はより確信的になるとした。そし
て，こうした事実上の血縁は，父権に関するいかなる権利も与えないが，完
全には無視されることはなく，父権者である母が自らの意思で，こうした血
縁を?慮して父の子への訪問を認めていることを法的に確認した。そして，
母が訪問権に滞在を含むことを拒否したことについては，父権の正当な行使
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の範囲であるとした???。
続く二つの判決は，このパリ控訴院判決から一転して，前述の1961年の破
毀院判決が示した方向性において，第三者の訪問権を否定するものである。
破毀院第１民事部1964年１月３日判決???（La Rochefoucauld対Vincent）
〔事実の概要〕
子（Ge?rard de La Rochefoucauld）は，婚姻外の関係から出生した。子の
出生時に父（Ge?rard François de La Rochefoucauld）は未婚であったが，
母（Vincent）は他男と婚姻関係にあったため，子は母方姦生子である。子は
父に認知され，母不詳の，父の子として出生登録された。しかし，実際には
母も子の養育に数年間に渡り携わっていた。そして，母は子を認知したが，
民法典335条により母の認知は無効とされた。姦生子の母は，子との訪問権を
求めて訴えを提起した。原審のパリ控訴院1961年10月17日判決は第一審判決
を支持して母の訪問権を認めたため，父は上告する。
〔判旨〕（破棄移送）
破毀院民事部は，次のように判断して，原審判決を破棄しオルレアン控訴
院に移送した。「民法典373条に鑑みて，未成年の子への監護権を付与された
両親は，その父権に対する侵害を受けないよう，尊属以外の者に対して，訪
問権ないしは宿泊権を課されることはない。原審判決は，その独自の理由お
よび第一審裁判官による理由を採用することにより，母と子の間には親子関
係の『いかなる法的な関係』も存在しないとしても，『こうした関係が存在し
ないというだけでは，子を何年にも渡って世話し育て，子に対し真の母の感
情を示している者から訪問権を奪うのに十分ではない』こと，および，『母
は，その請求する訪問権および宿泊権の行使を認めるのに十分な道徳上の保
証を示している』ことが確認されるという理由から，父の反対にも拘わらず，
父により認知された未成年の自然子に対する訪問権および宿泊権の行使を母
に対して認めることが相当であるとした。このように判断を下した原審は，
上記の規定に違反する」。
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パリ控訴院第１予備法廷1964年４月14日判決???（Bodin対共同当事者Touron）
〔事実の概要〕
子（Françoise Bodin）は，1947年３月23日に婚内子として出生した。しか
し，子の出生直後に母が死亡したため，子は，父（Bodin）により母方のおじ
（Jean Touron）とその妻（Genevie?ve Bulet）に委ねられた。子のおじ・お
ばである同夫妻は，1948年４月25日にショフールの教会で挙行された子の洗
礼の際には代父母に選ばれており，さらに，おじは，子の後見監督人にも指
名されている。こうして，子は，おじ・おばにより1961年７月まで養育され
た。他方，子の父は，1952年４月15日に教師である女性と再婚し，この妻と
一緒に子を取り戻した。そして，おじ・おばに対して，自己の父権を損なわ
せること，および，子に自己のものと異なる道徳的信条，とりわけ宗教的構
想に関して，それを教え込むことについて非難し，おじ・おばと子とのあら
ゆる関係を止めることを決めた。そこで，おじ・おばは，子との訪問権と宿
泊権の承認を求めて訴えを提起した。原審のシャルトル大審裁判所1963年３
月１日判決は，社会調査を行ったうえで，おじ・おばに対して，毎月２回の
日曜日，復活祭とクリスマス休暇の半分，夏期休暇の１ヶ月間，未成年子を
自宅で預かる権利（droit d’avoir）を認めた。これに対して，父は，おじ・お
ばの請求は父権の侵害をもたらす性質のものであるとして，原審判決の破棄
を求めて控訴する。他方，おじ・おばは原審判決の確認を申し立てる。
〔判旨〕（原審判決取消し）
パリ控訴院は，次のように判断し，原審判決を破棄した。「原審は，『父権
は，すでに古くなった法においてのように至高で絶対的であると?えること
はできない』とし，『仮に訪問権が家族以外のあらゆる者について通常は拒否
されるとすれば，逆に，子の血族（paretns）であれば，子との紐帯が意思に
より展開した場合には訪問権を認めなければならない』とした。原審がこの
ように判断したことには誤りがある。離婚または別居の場合以外では，両親
あるいは生存する親が，外部の干渉を一切排除する方法で未成年の子の身上
を唯一指導する。子の健康，安全，道徳，教育が危うくされている場合に介
入するのは裁判官の役目であるが，子が民法典375条および1889年７月24日法
律に予定される例外的な場合の介入を必要としない方法で育てられているの
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であれば，いかなる監督も及ぼさない。しかし，法律が，卑属に対する権威
を尊属に認めているとするならば，正当な事由なく，父権保持者によって，
尊属は孫との関係を維持する権利を奪われることはない。この尊属と孫との
関係は，緊密な血族関係を含むが，様々な権限（pre?rogatives）を与えられた
家庭の行政官であり，子の利益についての唯一の裁判官である親が，この領
域における親の至高の判断に従って，有害あるいは単に時宜を得ないと判断
される尊属以外の者と子との関係を確立させざるを得ないはずはなく，また，
それを続けさせざるを得ないはずもない。傍系血族という身分，宗教上の関
係の存在，数年間に渡ってなされた子の世話や子へ示された愛情（affection
 
te?moigne?e）のいずれも，父が述べているように，民法典375条および1889年
７月24日法律の要件が満たされない以上は侵害を許さない，完全な父権への
侵害を正当化できない。他方で，後見監督人が後見管理の監督をしなければ
ならない場合であっても，生存する親による未成年の子の身上に影響を及ぼ
す権威の行使に関しては，いかなる権利も持たない。つまりは，これらの原
則の適用により，おじ・おばの請求を認めることはできない」。
以上のように，1964年の破毀院判決は，前述の1961年の破毀院判決を踏襲
し，父権者は「尊属以外の者に対して訪問権ないしは宿泊権を課されること
はない」として，血縁の存在や数年間に渡る子の監護の事実に拘わらず，原
審判決を破棄し，姦生子の母の訪問権を否定した。そして，1964年のパリ控
訴院判決は，1961年および1964年の破毀院判決の流れを汲む下級審判決であ
る。パリ控訴院は，おじ・おばは子の血族かつ育ての親であり，代父母でも
あり，さらに，おじは後見監督人であったにも拘わらず，完全な状態の父権
への侵害は許されないとの理由から，おじ・おばへの訪問権を否定した。
これらの判決では，姦生子の母とおじ・おばというように訪問権の請求者
が異なるが，両者が子の監護をしたことは共通する事実である。子との事実
上の血縁の存在や子の監護の事実は，従来の判例において第三者への訪問権
の承認の際に用いられた根拠であったが，これらの判決は，こうした根拠に
依拠することなく，1961年の破毀院判決を踏襲し，第三者に訪問権を認めな
かったのである。
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４ 再び認められた訪問権―1966年破毀院判決―
次の1966年の破毀院判決は，1961年の破毀院判決以来の?えを踏襲せず，
従来と同じく扶養料を支払った姦生子の父に，子の利益のために血縁および
愛情関係を根拠として，再び訪問権を認めた。
破毀院第１民事部1966年３月29日判決???（Eluard対 Truc嬢）
〔事実の概要〕
前述のパリ控訴院1963年10月24日判決の上告審である。
子（Christine Camille）は，父方姦生子として出生した。子は，母（Truc）
により認知され，続いて父（Eluard）により認知された。その後，子に関す
る父母間の紛争が裁判所に係属する。第一審のセーヌ大審裁判所1962年12月
10日判決は，父による認知は，子が懐胎された当時，父が他女との婚姻関係
にあったため無効とし，父に対して，扶養料の支払いの義務を法的に確認し
たうえで，父に滞在まで含む訪問権を認めた。これに対して，母は控訴し，
父は判決の確認を求めて反訴を申し立てる。原審のパリ控訴院1963年10月24
日判決は，母の請求を認め，滞在を含まない母の自宅での父の子との面会を
認めた。そこで父は，これを不服として上告する。
〔判旨〕（破棄移送）
破毀院民事部は，次のように判断して，原審判決を破棄しルーアン控訴院
に移送した。「民法典342条２項に鑑みる。……原審は，『父と子の間の血縁関
係の存在は異論の余地がない。そもそも異議も唱えられていない。その結果，
父の事実上の父子関係の自白で十分ということとなる』と述べた後に，子の
生活費を分担する旨の父の約束を取り上げた。それにも拘わらず，原審は，
子の母が『父権を唯一付与された』ことを理由に，子に対する訪問権の行使
を目的とする父からの請求を棄却した。このように，原審は，子の利益から
導かれるいかなる理由も，あるいは，母による父権に由来する諸権利の通常
の行使から導かれるいかなる理由も示すことなく請求棄却の判断を下してお
り，それに関する法的な根拠を示していない」。
以上のように1966年の破毀院判決は，原審の1963年のパリ控訴院判決が
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1961年の破毀院判決を踏襲して，子の利益を?慮することなく，父権行使の
排他性のみを理由に姦生子の父の訪問権を否定したが，これを破棄した。1961
年の破毀院判決以降は，1964年の破毀院判決がこれを忠実なまでに踏襲し，
破毀院レベルでは一貫して血縁や愛情関係の有無に関係なく第三者の訪問権
は否定されたが，1966年の破毀院判決は，姦生子の親に再び訪問権を認めた
のである。
法理論的には，1961年および1964年の破毀院判決は，訪問権は監護権の当
然の帰結だと?えている。そして，これは1964年判決において一層明確であ
る。なぜなら，1964年判決は，1961年判決の場合と異なり，子と血縁のある
姦生子の母の訪問権が問題となっていたからである。このような事実上の血
縁のある親といえども，法的な親子関係がない以上は，監護権を有しないま
ま子に対して事実上の監護を行っているに過ぎないこととなり，この点にお
いて，子と血縁のない代父母の場合と変わらないということとなる。そして，
1961年および1964年の破毀院判決に従えば，父権への侵害を避けるために，
尊属以外の者には???，一律に訪問権が否定されることとなる。なお，逆に父
権について失権が宣告された親は，第三者の訪問権に異議を唱えるいかなる
権利も持たないことが，破毀院第１民事部1964年10月27日判決???で示され
た。
逆に，1966年の破毀院は，訪問権を父権および監護権から独立した権利で
あると?えている???。この1966年判決の結論は，学説において，一般的に父
権保持者ではないと解される祖父母への訪問権の法的性質を説明する際にも
援用される。つまり，訪問権は血縁を根拠とする自然権により正当化される
という。しかし，こうした法的性質論まで視野に入れると，1964年判決が踏
襲する1961年の破毀院判決と1966年の破毀院判決との結論の違いは，訪問権
の請求者と子との間の血縁の有無によるのか，訪問権の法的性質および根拠
によるのか???，定かでない。いずれにせよ，以上のように，第三者の従来の
訪問権は，1961年の破毀院判決以降は，限定的に捉えられるようになってい
た。再び従来の訪問権が第三者に異論なく認められるようになるのは1970年
の立法によってである。
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おわりに
以上にみてきたように，1970年以前は，訪問権は解釈により認められ，判
例および学説において形成されていった。父母の訪問権は，別居あるいは離
婚の際に子の監護をしない親に，民法典旧303条により付与される監督権を根
拠に認められてきた。それだけに，とりわけ別居中の父のように父権者が訪
問権を請求する場合に，明確に訪問権が付与されないまま監護が母などに付
与されることは，民法典旧303条自体に違反するだけでなく，父の許可なく子
が父家を離れることを禁ずる民法典旧374条にも違反し，父権を侵害するので
はないか，ということが初期の破毀院判決で争われた。破毀院は，これにつ
いて訪問権は監督権そのものではなく，監督権の行使の一態様であることを
示しつつ，監護権と訪問権の関係については，訪問権は監護権に干渉する権
利ではないことを明らかにした。さらに，下級審および破毀院では，非監護
親と子との愛情的な関係を維持することは子の利益になるという?えがみら
れるようになり，子の利益を訪問権の認否の基準にすることが徐々に定着し，
これに伴い父権の内容に子の人間関係を監督および制限する権限を含むこと
が認められながらも，それは絶対的かつ恣意的であってはならないことが明
らかにされた。そして，非監護親の訪問権の内容は拡張され，その自宅に子
を滞在させることまで含むようになっていった。これらと並行するように，
とりわけ初期の破毀院は父母の訪問権を「子に会う権利（faculte?de voir）」
と，下級審は「訪問権（droit de visite）」と表現することが多かったが，表
現も徐々に統一され，「訪問権（droit de visite）」と表されるようになった。
祖父母の訪問権も父母同様に解釈により認められてきた。しかし，19世紀
中頃の父権は子に対する排他的支配の性質をまだ有しており，父権者は祖父
母と孫との関係を無条件に禁止することができると?えられていた。そして，
祖父母の訪問権は特に民法典旧374条の父権を侵害してはならないという?
えから，この頃までは認められなかった。こうした状況の中，祖母に孫との
訪問を初めて認めたのが1857年のジョーム判決である。この判決は，祖父母
に訪問権にとって象徴的であるというだけでなく，祖父母と孫との関係に利
益と紐帯および権利と義務の相互性を認め，これらの関係の維持のためには
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父権の絶対性は制限されることを明言したことに意義がある。その後の判決
において，ジョーム判決の見解は踏襲され，祖父母と孫の関係は相互的利益
になる，とりわけ子の利益になるという?えから重大な事由がなければ父権
者であっても制限できないという法理が確立されていった。なお，実定法上
の根拠に関しては民法典371条を祖父母の訪問権の承認の引き合いに出す裁
判例もみられる。
しかし，祖父母が孫を訪問することは早い時期から認められてきたものの，
初期の破毀院判決は，祖父母がその自宅に孫を滞在させることを父権の不可
侵を理由に否定した。その一方で下級審は，祖父母と孫の互いの居所が遠隔
地にあるという現実的な問題に対処するために，早くから祖父母に滞在を含
む訪問権，すなわち宿泊権を認めた。破毀院がこれを認めるようになるのは，
1930年代になってからである。このような祖父母の訪問権の内容の拡張とと
もに，1930年頃までは統一的に「訪問権」と表現こそされていなかったもの
の，その権利性も確立されていった。さらに，祖父母には，祖父母自身の子
および孫が嫡出であるか否かによる訪問権の区別の問題が残されていた。祖
父母自身の子が自然子であっても，孫が嫡出子である祖父母に訪問権が認め
られたのは，ジョーム判決から81年も遅れてのことであった。孫自身が自然
子である祖父母に訪問権が認められるのは，さらに後のことであった。
第三者の訪問権も同じく解釈により認められてきた。判例上に第三者とし
て登場したのは，おじ・おばや代父・代母などの「育ての親」，および，1972
年法までは法的な親子関係の立証が禁じられていた姦生子の親である。「育て
の親」とは，事実上あるいは法律上の子の監護をした者であり，これには子
と血縁がある場合とない場合の両方が含まれる。育ての親の場合には，子の
監護の事実から生じる愛情関係が子との間に存在すれば，こうした関係を維
持することは子の利益になるとして訪問権が認められる。さらに，子と血縁
のあるおじ・おばなどの場合には血族関係が，代父母の場合には宗教上の「血
族関係」の存在が根拠として加えられる。さらに，子が育ての親に対して「愛
情」や「感謝」の情を示すことを訪問権の承認の理由に加える裁判例もみら
れる。
姦生子の親については，法的な親子関係の立証が禁じられていたため，当
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初は訪問権を請求する余地もなかったが，扶養料の支払いと連動して親子関
係の立証が事実上緩和されるに従い，姦生子の親の訪問権が判例において登
場することとなった。裁判所は，その訪問権の承認の根拠に，血縁および愛
情関係の存在を挙げている。そして，血縁や愛情関係を客観的に示すものと
して，扶養料の支払いの事実が用いられている。特に1955年法により姦生子
の親の扶養料支払いに関する民法典旧342条２項が設けられて以降は，事実上
の親子関係の立証をさらに緩和することとなった。この民法典旧342条２項
が，1955年法以降は姦生子の親の訪問権に関する実定法上の根拠とされたが，
父母と祖父母の場合とは異なり，これ以外には規定がなかったため，特別法
である1889年７月24日法律20条が訪問権の正当化の根拠として挙げられるこ
ともあった。
第三者の訪問権は判例に登場して以来，拡張される傾向にあったが，第三
者による父権への不可侵を理由に，1961年の破毀院判決により歯止めが掛け
られた。そして，1963年のリヨン控訴院判決が，1958年オルドナンスによる
育成扶助制度における「訪問の職務」という例外的な訪問権の可能性を示し
たことで，1961年の破毀院判決が示した方向性に拍車が掛けられ，もはや従
来の訪問権は第三者には認められないのではないかと?えられた。しかし，
1966年には再び第三者の訪問権を認める破毀院判決が下され，扶養料の支払
いをした姦生の父に訪問権が認められた。この時期の裁判所の見解は方向性
が定まっていない。これは訪問権が解釈によって認められてきた権利である
だけに，その法的性質や根拠について見解が分かれていたためである。なお，
学説において，訪問権の法的性質や根拠に関しては，第三者の訪問権だけで
なく父母や祖父母の訪問権も含めて，学説において議論されている。
こうして100年以上の歴史を有する判例において生成されてきた訪問権は，
1970年の親権法の改正時に立法的承認を受け，父母の訪問権は，民法典373-２
条（現在は373-２-１条）に，祖父母と第三者の訪問権は，371-４条に規定さ
れるに至る。
【付記】本稿は科研費（21730086）の助成による研究成果の一部である。
フランス法における判例上の「訪問権」の生成過程（三)
― ―89
75 代父，代母とはキリスト教の洗礼や堅信の秘蹟の時に洗礼者（代子のこと）が神に対
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男子の場合には代父が立ち，女子の場合には代母が立つ。倉田清『現代キリスト教用語
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77 破毀院第１民事部2007年２月20日判決は，子が単純養子縁組をし，かつ親権を委譲し
た母の訪問権について，民法典371-４条を根拠に認められるとしている。なお，兄弟姉
妹の訪問権については，1996年に民法典371-５条が新設され，「子どもはその兄弟姉妹か
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79 Dijon 17 janvier 1933,DH.1933.188.
80 Amiens 7 juillet 1953,JCP 1953.II.7758.
81 本判決の評釈によると，この「育ての親」である夫妻が子の監護を請求しうるのは，
次の５つの条件が揃う場合である。①子が，父，母，後見人により，あるいは裁判所の
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前掲註（７）106頁。
?? 1958年のオルドナンスによって設けられた育成扶助の制度とは，子が育成の危機に瀕
している場合に，児童裁判官が一定の権限を行使して子を保護する制度である。この制
度において児童裁判官は，育成の危機に瀕する子を，民法典旧375条から旧382条（現行
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民法典旧342条が，親子関係の立証とは別に姦生子の父または母に対する扶養料の請求を
認めて以来は，扶養料の支払いが親子関係の証明を与えるという主張は，根拠が弱いも
のとなったとの指摘もある。Lyon 17 octobre 1963,op. cit., note Esmein.
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を訪問することが認められた。これに対して，母は上告したが，破毀院は，「監護を付与
された親は，父権の侵害を受けないよう，尊属以外の者に対しての訪問権を課されるこ
とはないとしても，逆に，これに関して自らのあらゆる権利を剝奪された母は，子を訪
問する権利を求める第三者に対して抗弁するうえで，いかなる資格も関係も有しない」
として，母の請求を認めなかった。しかしながら，1889年７月24日法律の適用により，
子の保護のため，および子と母のあらゆる愛情的な関係を断絶させないために，母には
制限付き訪問権が付与された。Cass.civ.27 octobre 1964,JCP 1965.II.14166.
?? Cass.civ.29 mars 1966,op. cit., note Rouast.
?? 1961年判決は血縁のない第三者の場合なので，その訪問権を導くために，血縁を根拠
とする自然権説に依拠できないが，他方で，1966年判決は子と血縁のある親の場合なの
で，血縁を根拠とする自然権説に依拠することができる。
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